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資料編 他自治体の事例集 

 

 

 地域エネルギービジネスの検討 

 

〇大阪府能勢町、豊能町(自治体による取り組み) 

能勢町、豊能町は、一般社団法人地域循環型まちづくり推進機構と 3者が

出資者となる小売電気事業を行う「株式会社 能勢・豊能まちづくり」を設

立し、能勢・豊能の両町等に電気を供給しながらその収益の一部を交通、教

育、防災等のために活用しています。 

3者による出資総額は 950万円であり、能勢町、豊能町はそれぞれ 16%ず

つ株式を保有しています。 

 

  
出典：株式会社 能勢・豊能まちづくりホームページ 
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 再エネ発電設備等の導入推進 

 

〇島根県邑南町(自治体による取り組み) 

邑南町では、エネルギーの地産地消による地域内経済循環の確立し、域外

に流出しているエネルギー費用の流出を防ぎ、再生可能エネルギーの比率を

上げ、二酸化炭素排出削減にも取り組んでいます。 

市民・事業者は、PPAモデルにより無償で発電設備を設置し、発電した電

力を自家消費することで、電気料金と CO2排出を削減しています。 

 

・事業の概要 

1.新電力会社(おおなんきらりエネルギー株式会社)は、邑南町と民間事業

者の共同出資で設立 

2.邑南町内はじめ島根県内で発電された再生可能エネルギーを調達し、邑

南町を中心に電力供給を行いエネルギーの地産地消に取り組む 

3.PPAモデルを活用し、太陽光パネルの無償設置と蓄電池の普及による自家

消費を促進し、自立分散型エネルギーの導入によるレジリエント強化に

取り組む 

4.設備の設置・維持管理に係る費用は需要家が電気料金として支払うこと

になるが、国の補助金を活用しているため、より安価な電気代で運用す

ることができる 

 

事業内容 事業費・補助金等 

公共施設への太陽光発電設備及び蓄電

池の設置(PPAモデルによる無償設置) 

事業費：1,383.8万円/件 

補助金：922.5万円/件(国から) 

一般住宅への太陽光発電設備及び蓄電

池の設置(PPAモデルによる無償設置) 

事業費：356.6万円/件 

補助金：237.7万円/件(国から) 

事業所への太陽光発電設備及び蓄電池

の設置(PPAモデルによる無償設置) 

事業費：489.5万円/件 

補助金：326.3万円/件(国から) 

 

 
出典：第 1 回 脱炭素先行地域の概要(令和 4 年４月 環境省) 

  



3 

 

 森林の保全・農業のグリーン化推進 

 

〇秋田県能代市・八峰町(事業者による取り組み) 

能代市と八峰町にまたがる 6地区で陸上風車 25基を建設する「白神ウイ

ンド合同会社」は、風車から放出される排熱と、年間を通じて一定温度が保

たれる地中熱をビニールハウスに供給するための工事を市内の農地で進めて

います。未利用となっている風車の排熱を農業施設に供給する国内初の取り

組みで、ハウスを暖める燃料費の削減につながるほか、CO2の排出削減で農

作物の付加価値を高められるメリットも期待されます。 

ビニールハウスで地中熱を利用したヒートポンプの実証試験において、灯

油を利用した暖房と比べ暖房機のランニングコストを 53%削減する結果が得

られています。 

 

 
出典：北羽新報社(令和 5 年 11 月 26 日) 
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 藻場の保全・漁業のグリーン化推進 

 

〇長崎県五島市(自治体による取り組み) 

五島市では、「藻場を活用したカーボンニュートラル促進事業」におい

て、藻場の再生に取組み、その取組みは「生物の多様性や資源の増大」、「地

域コミュニティの創出」「地球温暖化対策」にも貢献しています。また、Jブ

ルークレジットで得た資金は、更なる藻場再生活動に活用しています。 

藻場の再生は、市が民間事業者に委託して行っていますが、その事業費に

はふるさと納税の寄付金が活用されています。 

 

 
出典：五島市ホームページ 
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 省エネルギー建築の普及推進 

 

〇鳥取県(自治体による取り組み) 

鳥取県では、国の基準を上回る独自の基準「とっとり健康省エネ住宅 NE-

ST」を定め、高断熱で高気密な家は健康的で快適に暮らしながら光熱費や CO２

を抑えることができるお得な住宅として普及を進めています。 

また、県民は県が定めた省エネ住宅性能基準を満たす住宅を新築する場合に

は、新築に係る補助金に上乗せして補助金を受け取ることができます。 

 

 
国の 

省エネ基準 

ZEH 

(ゼッチ) 

とっとり健康省エネ住宅性能基準 

T-G1 T-G2 T-G3 

ZEHに係る 

県の補助金※ 
－ － 

60万円 

(10万円) 

80万円 

(30万円) 

100万円 

(50万円) 

新築に係る 

県の補助金 

最大 

100万円 

最大 

100万円 

最大 

100万円 

最大 

100万円 

最大 

100万円 

ZEHに係る 

国の補助金 
－ 55万円 55万円 55万円 55万円 

断熱工事費 97.8万円 110.2万円 131.3万円 208.4万円 411.0万円 

断熱効果 

 

※( )は国の補助金を併用した場合の金額 

 
出典：脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり⽅検討会（令和 3 年４月 国土交通省）  

低 高 
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 省エネルギー機器等の導入推進 

 

〇山形県長井市(事業者による取り組み) 

長井市にある精密部品製造会社では、省エネ診断の結果を基に、照明の

LED化、変圧器の統合、デマンド監視装置の導入等を進め、CO2排出量及びエ

ネルギーコストを削減しています。 

中小企業向けの省エネ診断は、国の補助事業に採択された業者に依頼する

と、1事業所当たり 3万円程度で受けることができます。 

 

 
出典：経営改善につながる省エネ事例集 2023 年度(一般財団法人 省エネルギーセンター) 
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 循環型社会の形成 

 

〇秋田県湯沢市(自治体による取り組み) 

湯沢市では、食料品店や飲食店からの食品ロスを削減するため、市内の食

料品店や飲食店などが早めに売り切りたい食品を Webサイト上に出品し、そ

の食品を利用者がお得に購入できる、お店と利用者をつなぐマッチングサー

ビスを行っています。 

本サービスを導入するためには費用(にかほ市の場合：導入費 22万円、月

額利用料３万３千円)が掛かりますが、ユーザーと協力店は無料でサービスを

利用することができます。 

 

 
出典：湯沢市ホームページ  
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 次世代自動車導入推進の検討 

 

〇静岡県(自治体による取り組み) 

静岡県では、エコドライブと安全運転を普及するため、事業者向けにエコ

ドライブによる燃料節約量と CO2削減量を「見える化」するキャンペーンを

実施しています。 

エコドライブを実施することにより、給油回数を 10%削減することがで

き、年間約 1万円のガソリン代を節約できるといわれています。 

 

 
出典：静岡県地球温暖化防止活動推進センターホームページ 
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 公共交通サービスの充実化 

 

〇京都府京丹後市(自治体による取り組み) 

京丹後市では、市民、来訪者等の移動手段を確保するとともに、人と環境

にやさしい公共交通の実現を目指して、タクシー空白地域における民間事業

者による EV乗合タクシーの運行及びタクシー車両の EV化を支援していま

す。 

また、「モノ+サービスの新たな輸送サービス」として、買い物代行、病院

予約代行などの代行業務を行い、市民(主にお年寄り)の快適な生活に貢献し

ています。 

 

 
出典：京丹後市のさまざまな公共交通施策について(平成 28 年 7 月 国土交通省) 
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 環境教育・学習の推進 

 

〇埼玉県上尾市(自治体による取り組み) 

上尾市では、市、民間団体、大学の協働で市内の小学校 2校を対象に「教

室を涼しくするワークショップ」を行っています。 

このワークショップでは、上尾市内の 2つの小学校において、小学生と地

元工務店が自分たちの手で学校の断熱改修を行い、学校生活を通して子ども

達に断熱の良さを体感してもらうことを目的としています。また、子ども達

を通して、そのご家庭にも断熱の良さを伝えてもらうことで、家の断熱改修

の重要性が市内に広まることを期待しています。 

   
出典：上尾市ホームページ、芝浦工業大学ホームページ 

 

 

 主体間連携・自治体間連携の推進 

 

〇神奈川県横浜市(自治体による取り組み) 

横浜市では、市内で発電される再エネ電力だけで需要をまかなうことがで

きないため、再エネ資源を豊富に有する東北の 13市町村と「再生可能エネ

ルギーに関する連携協定」を締結しています。連携先自治体に立地する再エ

ネ発電所で発電された電力を、横浜市内の事業者に供給するとともに、それ

ぞれの地域の住民・企業が交流を深め、相互の地域活力の創出につながる取

り組みを行っています。 

 

 
出典︓横浜市ホームページ 
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